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はじめに 
 

総務省では、２００３年度より「電気通信事業分野における競争状況の評価」

（以下「競争評価」という。）を毎年度実施している。競争評価の実施に当た

っては、２００３～２００５年度の３ヶ年を第一期、２００６～２００８年度

を第二期と位置づけ、第一期においては「固定電話領域」、「インターネット

接続領域」、「移動体通信領域」、「法人向けネットワークサービス領域」の

４領域にわたる分析、第二期においてはこれら４領域について定点的評価とし

て毎年評価を行うとともに、特定のテーマに焦点を当てた戦略的な評価もあわ

せて実施した。この「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する基本

方針」（以下「基本方針」という。）は、２００９年度以降の競争評価につい

て第一期、第二期の実績等を踏まえ、今後の競争評価の実施に関する基本的な

指針（ガイドライン）を定めるものである。 

 

なお、今回の基本方針の主な特徴は、以下の４点である。 

 

(1) 基本方針の適用期間 

第二期においては、中期計画（３ヶ年計画）の位置づけとしていたが、市

場の競争状況の変化を踏まえた機動的な対応を行う観点から、適用期間を定

めず、必要に応じて適時適切に見直すこととする。 

 

(2) 戦略的な評価の強化・拡充 

２００６年度より実施している、特定のテーマに焦点を当てた戦略的な評

価について、競争評価と政策の連動性の観点から、テーマの選定等も含めて

その取組みを強化・拡充する。 

 

(３) 「競争セーフガード制度」との連携の継続 

２００７年度より実施されている「競争セーフガード制度」との有機的な

連携を継続する。 

 

(４) 評価方法等の拡充 

これまでの評価結果を踏まえ、市場支配力の有無に関する評価方法等につ

いて、概念の明確化や判断要素の整理など種々の改善事項を基本方針に反映

する。 
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第一章 競争評価の基本 
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１－１ 競争評価の背景 

 

１９８５年の電電公社の民営化・電気通信市場の自由化以降、複数の事業者

が市場に参入し、技術革新の進展、移動体通信やインターネット接続等の多様

なサービスの出現、規制緩和の促進等により、多数の事業者による競争が進展

し、電気通信市場は大きく発展した。 

競争の進展を踏まえ、２００４年４月には電気通信事業法が大幅に改正され、

参入規制や料金・約款規制の原則廃止等の抜本的な制度改革が実現し、規制の

体系は事前規制から事後規制へと大きくシフトした。 

事後規制を軸とする政策体系の中で、急速な技術革新によりＩＰ化・ブロー

ドバンド化・モバイル化が進み、変化の激しい電気通信事業分野においては、

公正競争を確保するために市場の動向を的確に把握し、政策展開に反映するこ

とが必要となった。 

そこで、総務省では、ＥＵ諸国における市場分析の枠組みや米国の反トラス

ト法関連の事例1、わが国の「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律」（以下「独占禁止法」という。）の枠組み等も踏まえ、電気通信事業の公

正な競争を促進2するための施策の一環として、２００３年度より競争評価を

開始した。 

 

 

１－２ 競争評価の目的 

 

 以上の背景を踏まえ、競争評価は、次の事項を目的として実施する。 

 

(1) ＩＰ化・ブロードバンド化・モバイル化・ユビキタス化を背景とした市場

の競争状況の変化の正確な把握 

近年の電気通信事業分野では、ＩＰ化・ブロードバンド化・モバイル化・

ユビキタス化の流れが進み、携帯電話やインターネットの登場により固定電

話の市場環境が激変し、利用者は音声・データ・映像、無線・有線といった

                                                  
1 特に、「ＥＵ枠組み指令（２００２年）」（European Commission [2002] “Directive 2002/21/EC 

of the European Parliament and of the Council of 7 March 2002 on a common regulatory 

framework for electronic communications networks and services (Framework Directive) “）

に基づく市場分析の制度や手法等について参考とした点が多い。また、米国では、個別の合併案件につ

いて反トラスト法に基づく審査を実施しており、その際の手法には競争評価的なアプローチが採用され

ていることから、市場画定の手法において参考にした点が多い（米国の「水平合併ガイドライン（１９

９７年改正）」（U.S. Department of Justice and the Federal Trade Commission [1992] 

“Horizontal Merger Guidelines”）等）。諸外国の詳細な状況は、総務省（2006a）「２００５年度

（平成１７年度）電気通信事業分野における競争状況の評価」別冊を参照。 
2 電気通信事業法１条参照。 
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区分をあまり意識しないで済むようになるなど、サービスやその供給構造、

事業者間の相互関係等も著しく変化しつつあることから、競争状況の変化を

遅滞なく正確に把握するものである。 

 

(2) 政策立案の基礎データの提供による、政策の透明性や予見性の向上 

政策立案に当たっては、検討のための様々な情報及びデータが必要不可欠

である。競争評価では、現存する市場の構造や競争状況を俯瞰的・客観的に

分析することで、政策立案の基礎データを提供する。 

ただし、政策の決定自体は競争評価の役割ではなく、その評価結果自体が

規制等に直結するものでもないが、関係者が競争評価による情報を共有し、

それを踏まえた主張や議論の機会を確保することで、様々な政策の選択肢の

比較検討と合意形成が進み、政策の透明性や予見性の向上を図るものである。 

 

(3) 政策の国際的な整合 

一定の基準・方法に基づいて電気通信事業分野における競争状況を分析し、

政策に反映させる取組は、EU 諸国をはじめ諸外国でも導入が進められてい

る。電気通信市場は変化の激しいグローバルな市場であることから、諸外国

との相互理解や国際協調を促進し、競争評価の手法や結果に関する情報交換

を維持することにより、国際的に整合性のある評価を行うものである。 

 

 

１－３ 基本スタンス 

 

競争評価の実施に当たっては、次のスタンスで臨むこととする。 

 

(1) 競争状況に関する情報の多様な形での把握 

サービスの需給構造や事業者間の関係、事業者の行動等を定期的にモニタ

リングし、静態的な状況はもとより、動態的な動向を把握することで、今後

の政策立案に役立てる。また、客観的な情報を基に競争状況を的確に分析・

評価するには日常の行政事務から得られる情報が不可欠であるが、事業者自

身がその分析の作業に主体的に参加することで、一段と正確な競争状況の把

握が可能になる。なお、過去の推移だけでなく近い将来の展望は、今後の規

制などを議論していく際に有用である。 

 

(2) 基本方針及び実施細目の公表 

競争評価の内容は、広く国民に透明で分かりやすいことが重要であるため、
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「基本方針」によって競争評価の方針を具体的に示すとともに、「基本方針」

に基づく各年度の評価対象や収集情報、実施スケジュール等の詳細な要領に

ついて、毎年度の競争評価の実施に先立って「実施細目」として公表する。 

なお、「実施細目」は、具体的には主に次の内容を定める。 

 

① 各実施年度の分析対象・評価方針 

② 各実施年度の戦略的な評価のテーマ 

③ 意見公募等の方法 

④ サービス供給者（事業者）側からの収集情報事項等 

⑤ サービス需要者（利用者）側からの収集情報事項等 

⑥ サービス市場の画定方法 

⑦ 地理的市場の画定方法 

⑧ 実施のスケジュール 

 

(3) 意見募集、公開カンファレンス等の活用 

競争評価は、事実関係の正確な把握と認識の共有を目的としているので、

事実関係の認識に対立がある場合は、掘り下げて議論する必要がある。関係

者間でどのような点が論点となり、どのような意見・主張・根拠があるのか

を明らかにすることが重要であり、そのために広く意見を募集する。 

また、競争評価における議論は、中立性や透明性が特に重視されるため、

事業者や専門家等の関係者が参加する公開討議の場を設けてオープンに議論

することが有益である。 

そこで、競争評価における重要な手続の履行に当たっては、意見募集や公

開カンファレンス等を積極的に実施し、関係者との間で十分な期間を確保し

た上で広く意見交換を行い、有用な意見を可能な限り反映させることとする。 

 

(4) 競争評価アドバイザリーボードの活用 

競争評価の実施には、客観性や中立性が重要な要素であり、また、その分

析手法や評価結果は、情報通信のみならず法律や経済等の分野における高度

な専門性を有する内容が少なくない。そこで、このような競争評価の特性に

対処するため、外部有識者3から構成される「競争評価アドバイザリーボード」

を開催し、総務省が実施する競争評価の重要事項について、中立的かつ専門

的な見地からの知見を得ることとする。 

具体的には、「実施細目」、「評価結果」等の決定に当たっては、意見募

集等を活用するとともに、競争評価アドバイザリーボードにおける審議を踏

                                                  
3 法律、経済、情報通信の各分野の専門家から選任。 
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まえることを原則とする。 

 

 

図１ 競争評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 対象領域の決定 

 

(1) 定点的評価 

分析・評価を行う対象範囲は、政策立案に当たって関心のあるサービス全

体にわたるが、これまでの取組実績を踏まえ、次の四つの領域については、

定点的評価として継続的に対象とすることを原則とする。 

 

① 固定電話 
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② 移動体通信 

③ インターネット接続 

④ 法人向けネットワークサービス 

 

なお、市場画定の結果によっては、画定されたサービス市場がこれらの領

域と必ずしも合致するとは限らない。また、競争評価は、その取組自体が比

較的新しく、方法論自体の議論・改善が重要な課題ともなるため、市場画定

などを進める上で対象範囲を見直すこともあり得る。 

また、四つの領域を全て詳細に分析することは現実的ではないため、市場

環境の変化や政策的な重要性に応じて、実施細目において、毎年度の重点評

価の対象となる領域を決定するものとする。 

 

(２) 戦略的評価 

第二期においては、定点的評価に加えて、特定のテーマに焦点を当てた戦

略的な評価も併せて実施してきたところである。戦略的評価については競争

評価と政策の連動性の観点からその取組を強化・拡充することとする。 

なお、戦略的な評価のテーマは毎年度の実施細目で決定するが、テーマに

ついては広く意見募集を行うことが望ましい。 

 

 

１－５ 競争評価における留意点 

 

(1) 電気通信事業分野の特性 

 

①サービスの特徴 

電気通信サービスには、一般の財・サービスと比較して以下のような特徴

がある。競争評価の実施に当たっては、このような電気通信サービスの特徴

を十分に踏まえた上で、分析を行う必要がある。 

 

・ 規模・範囲の経済性4やネットワーク効果5、不可欠設備等のサービス特

性、道路占有や周波数の希少資源性などの外生的制約等が存在し、参入が

必ずしも容易とは言えず、市場が独占的・寡占的となりやすい。 

                                                  
4 規模の経済性は、生産量の増大につれて平均費用が減少する傾向のこと。規模に関する収穫逓増、費用

逓減とも言う。範囲の経済性は、複数の事業を同時に行う場合、それぞれの事業を異なる企業が行うよ

りも、多角化した一つの企業が同時に行う方がコストは低くなる傾向のこと。 
5 同じ財・サービスを消費する利用者の数が多ければ多いほど、その財・サービスの消費から得られる効

用が高まる効果のこと。 
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・ 電気通信サービスは、技術革新が激しく、サービスのライフサイクルが

短い。技術が刻々変化する市場では、事業者を取り巻く環境が短期間に変

化し、市場の外郭や競争状況が急速に変容する可能性がある。革新的で創

造的なサービスは、サービス開始当初は競争相手が現れにくく、市場が独

占的となる場合もある。 

 

② 政策措置と電気通信市場との関係 

電気通信事業分野では、もともと独占状態が続いてきた市場を自由化して

いることもあり、一般の産業に比して寡占性が高く、市場支配力を有する可

能性のある事業者が存在し、これを抑止・牽制するための政策が採用されて

いることが一般的である。その結果、競争事業者の市場参入を促進し、競争

が有効に機能するように環境整備することで、料金低下等による利用者利便

の向上につなげることが競争政策の主要な関心事となっている。 

このような状況を踏まえ、競争評価では、市場の競争状況に加え、その状

況が生まれている背景や政策との関係にも注意を向け、政策の有効性等の検

証も考慮する必要がある。特に、政策措置が参入障壁を除去し、参入事業者

が競争を活発にし、その競争状況の変化に応じて政策措置の内容をチューニ

ングするという政策のサイクルにおいて、政策措置と競争状況の関係は重要

な関心事項である。 

 

③ 競争形態の多様性 

競争評価は、最終利用者向けサービスを一次的な分析・評価対象とする。

しかし、隣接市場からの影響等様々な要因が存在し、対象市場のみでは競争

状況を正しく判断することができず、周辺の市場を考慮することが必要な場

合も少なくない。特に、不可欠設備が存在する場合には、上流と下流におけ

る垂直的な事業者間取引の影響等を勘案することが、利用者向けサービス市

場を分析する上で重要となる。 

また、電気通信サービスにおける競争は、設備（インフラ）競争とサービ

ス競争が存在し、設備構築に膨大な費用と時間を要し設備競争が現実的でな

い場合には、ＡＤＳＬ6サービスの競争で見られたように、設備開放によりサ

ービス競争を促進することが有効な競争政策となる。 

このように、競争状況の分析・評価に当たっては、電気通信サービスにお

ける競争形態の多様性を考慮し、事業者間取引の勘案や設備競争・サービス

競争の峻別等、多面的な分析に努めることが必要である。 

 

                                                  
6 Asymmetric Digital Subscriber Line （非対称ディジタル加入回線）の略。 
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(２) 競争評価と独占禁止法の差異 

競争評価の目的は、現存する市場の構造や競争状況を俯瞰的・客観的に分

析し、政策立案の基礎データとすることにある。したがって、独占禁止法と

は異なり、個別事案における具体的な企業行為や市場支配力の濫用の有無を

指摘するものではなく、またその評価結果自体が規制等の政策に直結するも

のでもない。市場支配力が生まれやすい市場構造にあるか否か、単一又は複

数の支配的事業者に対して競争事業者が競争的に対応することができる市場

環境にあるか否かといった市場の「状態」を、政策の存在も加味しつつ、総

合的に判断する。 

このように、競争評価のアプローチと独占禁止法のアプローチは、市場画

定や市場集中度指数等の分析手法ではほぼ共通するものの、それぞれの目的

や運用等の面で性格を異にしており、その結果として「市場支配力」の解釈

にも差異が生じることに注意する必要がある（４－２－１を参照）。 

競争評価では、独占禁止法の判例等も踏まえ、「市場支配力」を「事業者

がその意思によってある程度自由に価格、品質、数量、商品選択の多様性そ

の他各般の条件を左右する力」としている。この概念自体は独占禁止法にお

ける概念と同じものであるが、競争評価では、市場構造や事業者間の競争状

況等から潜在的な「市場支配力」の有無を分析し、これに政策の存在等を加

味した上で「市場支配力」の実効性を評価するにとどまり、市場支配力を有

していること自体に規範的評価を与えるものではない。したがって、個別具

体的な反競争的行為の存在を指摘するものではなく、またその存在を否定す

るものでもない7。

                                                  
7  European Commission [2001] ”Commission Guidelines on market analysis and the 

assessment of significant market power under the Community regulatory framework for 

electronic communications networks and services” §1.3 では競争法との関係について整理して

おり、SMP(Significant Market Power)を有するとして事業者を指定することは、その事業者が EC

条約８２条の意味する市場支配的地位を濫用したかどうかとは関係なく、画定された関連市場において

構造上の観点等から十分な市場支配力を有する又は有する見込みであるという意味にすぎないとしてい

る。 
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第二章 情報の収集と公表 
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２－１ 供給者（事業者）からの収集情報 

 

(1) 競争評価は、その分析の過程を通じて、供給者たる事業者等の関係者から

の意見提出を歓迎する。競争状況についての行政の理解・認識に異論がある

のであれば、それを覆す情報を積極的に提出・公表して、関係者が議論する

ことで正確な事実関係の認識と共有が進み、客観性の高い政策立案に役立つ

からである。技術革新が急で、変化の速い市場の競争状況を政策に適切に反

映していくためには、学術的知見を踏まえた社会的合意の形成を進めること

が重要で、それには、事業者のみが保有するサービス供給側の情報などの公

表が欠かせない。情報が公表されれば、様々な立場の者が検証・議論できる

ようになり、学術的な研究も進む。 

 

(2) サービスの供給者（事業者）から情報を収集するのは、市場の競争状況の

分析が目的であるため、特定の事業者のみが対象になるのではない。特定の

事業者だけの情報では、市場全体が見えず、市場占拠率（シェア）すら算出

できない。しかし、一律に事業者から情報収集する必要性が乏しい場合や非

現実的な場合もあるので、個々の事業者の負担が過度にならないよう、事業

者の規模や業態を勘案しながら情報を収集する。 

具体的には、事業者の負担軽減と秘密保護の要請に応えるため、次の二段

階に分けて情報収集を進める。 

・第一次調査 ： 整理・提供が比較的容易な情報を、原則として対象となる

全ての事業者から収集。 

・第二次調査 ： 第一次調査では足りない情報を一部の事業者から収集。ヒ

アリングなども併用。 

 

(3) 情報の提出や公表についての規則としては、例えば、電気通信事業報告規

則（以下「報告規則」という。）があるが、競争評価は、必ずしも本規則に

より提出が義務付けられた情報のみを用いるのではなく、必要に応じて事業

者にデータ提供の協力を求めつつ8、分析・評価を進める。 

 

(4) サービスの名称や提供条件、契約数などの定義、公表の時期・頻度などが

事業者によって異なる場合には、その差違に留意しつつ、報告規則を基本と

してできる限り調整や明確化などに努める。また、公表される情報が、事業

者の公表する他の情報と整合あるものとなるよう努める。 

                                                  
8 特に必要がある場合は、電気通信事業法１６６条１項に基づき、事業者等から報告を求めることがある。 
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(5) 電気通信事業法は、サービスの提供条件に関しては原則として事後的な規

律としており、その実効性を確保するためには、市場の状況の迅速かつ正確

な把握が欠かせない。この際、政策判断の材料とするデータは、第三者にも

公表され、事業者が相互に検証できることが望ましい。また、データを用い

た学術的な分析・研究は、日本の政策の足腰を強くすることに役立つ。 

分析に用いる情報の中には企業として公表を望まないものも存在し、行政

側の立場のみで公表できるものではない一方で、企業として一般に公表して

いないのだから秘匿が当然というわけでもない。このため、競争評価の分析

で用いた情報は可能な限り公表する9こととし、提出元の事業者の同意を得る

ことを前提に個別に協議する。なお、事業者の同意が得られない場合には、

その旨を明記し、当該事業者が識別できないような加工等を行う。 

 

(6) 電気通信事業分野の競争状況を把握する上で重要となる市場シェア等の

データについては、年度単位で実施する競争評価と並行して、定期的かつ遅

滞なく（四半期毎などに）公表し、関係者で共有するよう努めるべきである10。 

 

 

２－２ 需要者（利用者）からの収集情報 

 

(1) 競争評価に当たっては、まず分析対象となる市場について、サービス間の

代替性等を基にした市場画定を行う必要がある。サービス間の代替性などは、

主に利用者のサービス選好の動向から把握されることから、需要者たる利用

者からの情報を積極的に収集する。なお、このような利用者から収集する情

報は、市場画定のために利用するだけでなく、競争状況を分析する際にも活

用する。 

 

(2) 利用者側から収集する情報は、アンケート調査等によることが一般的であ

るが、分析しようとするサービスに応じて調査内容を綿密に設計する必要が

ある。例えば、サービスが新しく、利用者の間で認知度が低い場合には調査

対象者が合理的選択に必要な情報を持たないかもしれないため、工夫が必要

である。また、調査対象者については、居住地域や性別、年齢構成等に偏り

が生じないよう、人口分布を考慮した十分なサンプル数を確保することが必

要である。なお、ウェブ調査はその利便性や柔軟性が高いことから積極的に

                                                  
9 具体的な公表基準については、実施細目で定めることとする。 
10 ２００５年度より、報告規則に基づき提供を受けた情報をベースに、①固定電話、②移動体通信、③

インターネット接続、④法人向けネットワークサービスの四領域について、市場シェア等の基礎データ

を四半期毎に公表しているところである。 
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活用するが、インターネット利用者のみを対象とすることに留意する必要が

あるため、調査内容の性質に応じて、郵送による調査も活用することとする。 

 

(3) 利用者側から収集する情報の分析に当たっては、クロス集計等を活用し、

利用者の属性別の分析を行うことが有益である。例えば、サービス内容に対

する要求等が異なることが多い個人と法人を分けたり、世代別に利用者意識

を確認する等の工夫が重要となる場合がある。なお、分析結果の解釈に際し

ては、必要に応じて統計的な有意性にも配慮する。 
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第三章 市場の画定 
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３－１ 市場画定の手順 

 

(1) サービス市場の画定と地理的市場の画定 

市場画定では、①主要なサービスの需要の代替性等を経済学的な手法を用

いるなどして分析し、②その分析結果を判断材料の一つとして同一サービス

の外郭を決定し（＝サービス市場の画定）、③サービスの供給側に注目する

などして地理的な外郭を決定する（＝地理的市場の画定）。事業者のシェア

等は、市場がどのように画定されるかで大きく変わるが、シェアや事業者数

といった指標を算出するために必要という側面よりも、競争の状況を何につ

いて問題としているのかを明らかにする側面が市場画定の本質である。 

 

(２) 計量分析等の活用 

分析の起点とする最小単位のサービスとその周辺のサービスが、同一とみ

なせるなら一つに括り合わせていくという考え方がサービス市場の画定の基

本である。この作業をできるだけ客観的に進めるために、必要に応じて計量

分析等を適宜活用する。 

 

(３) 部分市場 

あるサービス市場を画定し、そのうち一定の独立性・個別性が認められる

サービスを部分的な市場として画定する手法は、「部分市場」の画定といわ

れるが、この手法は米国等の諸外国でも採用されている11。これを踏まえ、

これまでのわが国の競争評価でも「部分市場」の考え方を導入しており、引

き続きこの手法を採用する。 

 

 

３－２ 分析の起点 

 

利用目的や属性の異なる利用者を分析の起点とすると、異なる市場が画定

される可能性がある。分析に当たっては、こうした点を意識し、利用者に対

する調査のアンケートの質問項目やその調査結果の利用に当たっては、利用

者の利用目的や属性などに留意する。 

サービスの利用者の一人一人は本来多様だが、市場の画定では、利用目的

や属性に共通点のある利用者を一つのグループとみなし、それを分析の起点

に市場の画定を行う。例えば、利用目的が違い、サービス内容に関する理解

度やサービス提供者との交渉力などにも差がある個人と法人をそれぞれ一つ

                                                  
11 林秀弥[2002] 「競争法における関連市場の画定基準（一）」民商法雑誌第 126 巻第１号 71 頁参照。 
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のグループとみて、それぞれに市場を画定することもある。 

どのような事項を勘案して利用者を一つのグループとみるのかについては

必ずしも一定の基準があるわけでなく、競争の状況を分析するという目的に

照らして現実に分析で利用できる情報の制約などを勘案しながら最も適切な

方法を決定することになるが、例えば、次のような差違が念頭にある。 

 

(1) 個人と法人 

個人と法人では、一般に、利用の目的や態様が異なっている。もっとも、

個人か法人の一方にしか事実上利用されないサービス（例えば、法人利用に

限定される広域イーサネットサービス）や個人と法人を利用者として区別せ

ずに提供されているサービス（例えば、個人も法人も利用するＦＴＴＨサー

ビス）もある。 

 

(2) 利用目的の違い 

例えば、電子メールを利用する者も、大容量のファイルを双方向に送受信

する者も、放送番組をネットで楽しむ者も、ＩＰ電話を利用する者も、イン

ターネット接続回線サービスを利用するが、利用目的が異なれば、速度や容

量に対するニーズは一様でなく、利用する接続回線も異なる結果となる。 

 

(3) 居住地域や環境 

電気通信サービスは、一般に、サービス提供に必要な伝送路などの設備が

設置されている地域でしか提供できない地理的な被拘束性を有している。こ

のため、居住地域は、市場を画定する際の考慮事項となり得る。居住地域に

ついては、地域ブロック別といったサービスの提供地域の別による影響の他、

都市と地方といった利用者の属性の別による影響を見る場合もある。また、

居住環境は、例えば、集合住宅と戸建て住宅の別が競争状況と強く関係して

いる場合がある。 

 

 

３－３ サービス市場の画定 

 

サービス市場については、以下の方法による分析を総合的に勘案し、画定

を行う。 
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３－３－１ 需要の代替性 

 

(1) サービス市場の画定に当たり、サービス間の需要の代替性を思考する方法

として、競争評価ではＳＳＮＩＰテスト12という手法を採用する。 

これは、当該サービスの現在及び将来における唯一の売手で、価格規制を

受けず、利潤を極大化するような独占企業を仮想し、他のサービスの販売条

件が一定と仮定して、この企業が「小幅であるが有意かつ一時的でない価格

引き上げ」（ＳＳＮＩＰ）により利潤をあげうるサービス及びそれらが販売

されている地域を市場として画定するという手法である。 

具体的には、仮想独占者による価格引き上げが、当該製品の利潤上昇につ

ながるかどうかをテストする。そして、当該製品の多数の買手が他の代替サ

ービスに乗り換えるために利潤上昇につながらない場合には、さらに当該サ

ービスの次善の代替サービスを含めた上で、それらのサービスに対して、再

度ＳＳＮＩＰテストを行って利潤が上昇するかを見る。このプロセスをくり

返し、利潤上昇になり得る範囲の製品を関連市場とするのである。 

なお、一般に、価格引き上げ幅は５％、引き上げ期間は１年とされること

が多い13。また、価格引き上げに対する買手の反応を検討するに当たっては、

①買手が価格その他の競争条件の相対的な変化に対応して、購入サービスを

替えたり、替えることを考慮したか、②売手が価格その他の競争条件の相対

的な変化に対して、買手がサービスを代替するかどうかを考慮に入れて経営

判断しているか、③サービスの切り替えに必要な時期と費用がどの程度か、

等を考慮することとされている。 

 

(2) 米国では合併規制に係る市場画定に上記のＳＳＮＩＰテストが用いられ

ているものの、実証データに基づく計量分析が行われた実例は多くない。ま

た、ＥＵは、需要者へのアンケート調査、事業者の内部資料、競争他社のヒ

アリング、業界団体への調査資料などを総合的に考量することで仮想独占者

の価格引上げに対する需要者などの反応を考慮するとしているが、実証デー

タに基づく分析は行われておらず、思考方法（概念ツール）としての利用に

とどまっている。ＳＳＮＩＰテストの実施のためには、需要の価格弾力性と

価格費用マージンのデータを必要とすることが一般的であり、その収集には

限界があることが大きな理由となっている。 

 

                                                  
12 仮想独占者テストとも呼ぶ。SSNIP とは、“Small but Significant Non-transitory Increase in 

Price”の頭文字をとった略称。詳細は、U.S. Department of Justice and the Federal Trade 

Commission[1992]前脚注２の§１等を参照。 
13 林秀弥[2002]「競争法における関連市場の画定基準（二）」民商法雑誌１２６巻第２号２０２頁参照。 
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(3) これらを踏まえ、競争評価でも、ＥＵ等と同様に、サービス間の需要の代

替性を思考する概念ツールとしてＳＳＮＩＰテストを利用する。なお、需要

の価格弾力性については、アンケート調査の結果から定量的に推計する計量

分析手法が存在しており、サービス間の相対的遠近を把握する一助にもなる

ため、このような推計が可能な場合には計量分析による推計結果を補完的に

援用する。 

 

 

３－３－２ スイッチングコスト 

 

(1) 利用者が別のサービスに乗り換える際の障壁は、市場の画定にも関係する。

電気通信サービスは、一般にネットワーク効果が大きく、加入者数が増加す

ると当該サービスに加入する価値が相応に高まる。このようなネットワーク

効果は、新規顧客の囲込み競争を刺激する側面があるが、一度サービスや事

業者を決めてしまうと他のサービスや他事業者への乗り換えが難しく、競争

制限的に働く側面もある。例えば、次のようなスイッチングコスト14の存在

は、現実にサービス変更の障害となっている。 

① 既築の集合住宅の居住者がＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）インターネット、

ＦＴＴＨ（光ファイバ）などを利用しようとすると、サービス変更のため

に大きな工事などを要することがある。 

② 電話番号や電子メールアドレスなどの変更が生じることがある。 

③ 加入者宅内の端末設備などの買換えや利用開始時の初期設定などに多額

の費用、煩雑な手続き、長期間の待機などを余儀なくされることがある。 

 

(2) サービスの機能や効用に違いがなくてもスイッチングコストがあまりに

大きい場合には乗換えが事実上生じないので、それぞれのサービスを別々の

市場として画定する。機能や効用が同じサービスを提供する事業者を乗り換

える場合にも同じことが言える。 

 

(3) 一般には、スイッチングコストは、別の市場として画定するほど大きくは

ないので、そのような場合には市場は同一とした上で事業者間の競争状況に

影響する要因の一つとして勘案する。 

 

 

                                                  
14 サービスの乗換えにかかる手間・費用・時間・心理的抵抗などのコストのこと。 



 １９

  
 

３－３－３ 市場間関係 

 

(1) 最終利用者に提供されているサービスは、個人向けも法人向けも、事業者

と最終利用者との間で取引されている。しかし、エンド・ツー・エンドで料

金を設定してサービスを利用者に提供する事業者は、その多くが電気通信事

業法の定める接続などの制度を利用している。 

このため、最終利用者にサービスを提供している事業者と、その事業者に

物理的なネットワークを提供している他事業者との間に成立している取引も、

重要な論点であり、競争評価ではその影響を勘案した上で、必要な分析を行

う。例えば、いわゆる不可欠設備などの取引が上流の市場で行われている場

合には、その取引の影響が最終利用者向けサービス市場の取引に大きく影響

している可能性があるので、政策措置の存在に留意しつつ市場間の影響の内

容と程度を分析する。 

(２) また、複数のサービス間で代替関係がないにもかかわらず、それらのサー

ビスがセットで販売されていることから、同じ市場に含まれる場合がある。

このような市場をクラスター市場という。サービスをあわせて販売すること

で供給に要する費用が節約でき、需要者の取引費用を節約できる場合に問題

となる15。 

このクラスター市場の概念については、現実に競争が行われている市場よ

りも大きく市場を画定してしまい、競争状況が違うサービスや地域を過度に

平準化してしまうおそれもあることから、必要に応じあくまで補完的に用い

ることとする。 

 

 

３－４ 地理的市場の画定 

 

３－４－１ 地理的市場と情報の入手可能性 

 

(１) 電気通信サービスは、回線設備などが設置されている地域でしか提供されな

いという地理的な被拘束性を有している。このため、既存の回線設備などが活

用できないサービスや普及初期のサービスの提供エリアが限定される傾向が

現れやすい。すなわち、投資回収が比較的容易な都市部には事業者の参入が集

                                                  
15 金井貴嗣・川濵昇・泉水文雄[2004] 「独占禁止法」（第２版） 弘文堂１７５頁参照。林秀弥[2002]

前脚注 1８の８３頁以下を参照。また、Office of Communications [2004] “Review of the retail 

leased lines, symmetric broadband origination and wholesale trunk segments markets”, 

Annex A: Market Definition, においても、消費者がサービスをバンドルとして購入する場合には、需

要の代替性、供給の代替性に加え、クラスター市場も加味して、サービス市場や地理的市場の範囲を考

慮するものとされている。 
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中して多様なサービスが提供されるのに対し、地方で提供されるサービスは限

られ、その結果として、競争状況の違いが生まれることになる。 

 

(２) このため、地理的に斑状に進展する競争の状況を正確に分析・評価するため

には、サービス市場としての外郭の画定だけではなく、地理的に市場を画定す

る必要がある。全国を一つの市場とみるのは、本来あるはずの地域間の事業者

数の違いや利用可能なサービスの種類の違いを均質化して競争状況を分析・評

価することであるため、地域間の違いが顕著であるほど分析・評価の結果が実

体から乖離しかねない。 

 

(３) そこで、欧米では、ある地域における当該サービスの現在又は将来の唯一の

生産者である仮想の独占者が、「小幅であるが有意かつ一時的でない価格引き

上げ」（ＳＮＮＩＰ）によって利益を得ることができる地域を地理的市場とし

て、競争状況を評価している16。具体的な手法は、上記サービス市場の画定と

同様の方法により決定される。 

 

(４) もっとも、地理的要因を適切に勘案して市場画定を進めるためには、複数の

事業者のサービス提供エリアが複雑に重なり合う状況を踏まえ、分析に必要な

情報を収集する必要がある。しかし、多くの場合その情報は十分でなく、地理

的市場を細かく画定してみたところで、当該市場の分析に必要なデータが取得

できないために数量的な分析は難しい。例えば、都道府県境をもって地理的市

場の外縁を近似するような工夫が必要になる。 

 

(5) そこで、競争事業者が偏在するなど地域間で大きく競争状況が異なっている

と予想され、かつ、地理的に画定した市場に関する分析に必要な情報が実際に

収集できる場合に、サービス市場をさらに地理的市場に分けて画定することと

する。 

 

３－４－２ 共通価格設定制約 

 

(1) 地理的市場の画定に当たっては、需要の代替性と供給の代替性、クラスター

市場等の要素に加え、共通価格設定制約を考慮する場合がある17。 

                                                  
16 詳細は、U.S. Department of Justice and the Federal Trade Commission[1992]前脚注２の§

１.２参照。 
17  Office of Communications [2004]前脚注 2３の Annex A: Market Definition, において、需要

の代替性、供給の代替性に加え、クラスター市場,、共通価格設定制約の双方を電気通信の地理的市場の

画定に際して考慮するものとされている。 
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共通価格設定制約とは、電気通信サービスの地理的な被拘束性が大きいた

めに、隣接地域に居住していても利用可能な事業者数や提供事業者が違うこ

とがあるが、このような状況下で、両方の地域にまたがってサービスを提供

している事業者がどちらか一方の市場の競争状況を前提にサービスの提供条

件（価格等）を決定し、他方の地域でも同じ提供条件でサービスを提供する

ような何らかの制約が存在している場合には、同一の地理的市場で取引が行

われているとみなすことをいう。 

 

(２) なお、共通価格設定制約を安易に適用すると、現実に競争が行われている

市場よりも大きく市場を画定してしまい、競争状況が違うサービスや地域を

過度に平準化してしまうおそれがある。 

市場画定は、概念的には需要の代替性と供給の代替性に基づき行うもので

あり、共通価格設定制約の概念はあくまで補完的に用いる。 
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第四章 競争状況の分析と評価 
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４－１ 分析の手順 

 

(1) 競争状況の分析に当たっては、具体的には、次のような手順で分析する。 

① まず、画定されたサービス市場にしたがい、全体像として、市場の規模

やその推移、主な動向等を把握する。 

② 次に、当該サービス市場の競争状況に関連する定量的指標を出来る限り

多面的に分析する。具体的には、まず、契約数や通信量等による各事業者

の市場シェアや市場集中度指数（ＨＨＩ18、累積集中度19）によって大ま

かな競争状況を把握する。さらに、主な指標として、事業者数の推移（新

規参入・退出の動向を含む）、料金の推移（料金水準、料金体系等）、利

益水準（ＡＲＰＵ20、利益率等）などを分析する。 

③ 次に、定量的指標では把握しきれない競争状況の詳細について、定性的

な要因を分析する。 

④ 以上の定量的分析と定性的分析を総合的に勘案した上で21、当該サービ

ス市場における市場支配力の有無に関する総合的な評価を行う。 

⑤ 地理的市場の分析が必要な場合には、入手可能な情報を吟味した上で、

当該地理的市場の別に①～④の手順をくり返す。 

 

(2) 市場支配力の有無に関する評価に当たっては、多様な定量的指標を活用し、

定性的な要因も含めた多面的な分析に努める。なお、定量的指標については、

単に数値の大小にとどまらず、その指標の後背の要因なども考慮する。 

 

 

４－２ 競争評価における市場支配力 

 

  競争評価では、上記のとおり、画定された市場の分析を通じて最終的に市

                                                  
18 ＨＨＩ（Herfindahl-Hirschman Index：ハーフィンダール・ハーシュマン指数）とは、当該市場に

おける各事業者の有するシェアの二乗和として算出される指標である。例えば、それぞれ４０％、２０％、

１５％、１５％、１０％の市場シェアを有する５事業者によって構成される市場のＨＨＩは、２，５５

０（＝４０２＋２０２＋１５２＋１５２＋１０２）と計算される。ＨＨＩは、完全競争的な市場における０

に近い値から完全な独占市場における１０，０００までの範囲の値をとる。 
19 上位数社の市場シェアを合計したものをいう。 
20 Average Revenue Per User（月間電気通信事業収入）の略。通信事業における、加入者一人あたり

の月間売上高。通信事業者の収益性の比較などによく用いられる指標である。 
21 評価に当たっては、客観性や透明性という観点からより優れた定量的分析を出来るだけ重視すべきで

ある。政策評価各府省連絡会議[2005]「政策評価の実施に関するガイドライン」（平成１７年１２月

１６日）でも、「政策評価の実施に当たっては、まずは定量的な評価手法の開発を進めるよう努め、可

能な限り具体的な指標・数値による定量的な評価手法を用いるよう努める」、「定量的な評価手法の適

用が困難である場合又は客観性の確保に結び付かない場合などにおいては、定性的な評価手法を適用す

る」とされている。 
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場支配力の有無に関する評価を行う。市場支配力の概念については、独占禁

止法の分野でも諸説あるところだが、米国の水平合併ガイドラインやわが国

の電気通信市場の特徴等を踏まえ、競争評価における市場支配力を以下のよ

うに整理する22。 

 

 

４－２－１ 市場支配力の存在と行使 

 

(1) １－５（２）に記述したとおり、競争評価の目的は、現存する市場の構造

や競争状況を俯瞰的・客観的に分析し、市場支配力が生まれやすい市場構造

にあるか否か、単一又は複数の支配的事業者に対して競争事業者が競争的に

対応することができる市場環境にあるか否かといった市場の「状態」を、政

策の存在も加味しつつ総合的に判断するという点にあり、独占禁止法のよう

な行為規範となるような性格のものではない。 

そこで、競争評価では、「市場支配力」を「事業者がその意思によってあ

る程度自由に価格、品質、数量、商品選択の多様性その他各般の条件を左右

する力」とした上で、市場構造や事業者間の競争状況等から長期的、潜在的

な「市場支配力」の有無を分析した上で、これに政策の存在等を加味した上

で短期的な「市場支配力」の実効性を総合的に評価する。 

 

(2) このような趣旨から、競争評価では、「市場支配力」について、以下のよ

うに「存在」と「行使」の二段階に分けて考察する。 

① 第一段階として、市場構造や事業者間の競争状況を踏まえ、市場支配力

を行使しうる地位にある単一又は複数の事業者が存在するか否かを分析し、

これが存在しないとは言えない場合に「市場支配力が存在する」と判断す

る。このために、規模・範囲の経済性、ネットワーク効果、不可欠設備、

スイッチングコスト等の電気通信事業に特徴的な市場構造とともに、市場

の成熟度、市場シェア、市場集中度、事業者数、料金の推移等を基に競争

状況を分析し、このような諸条件を総合的に勘案して潜在的・長期的な市

場支配力の有無又はその蓋然性を判断する。 

② 次に、「市場支配力が存在する」と判断した場合は、第二段階として、

その市場支配力が実際に行使される懸念があるか否かを分析し、その懸念

がないとは言えない場合に「市場支配力が行使される可能性がある」と判

断する。これは、市場構造等から判断して市場支配力が存在することが推

                                                  
22 市場支配力に関する独占禁止法における概念や産業組織論における概念と競争評価における市場支配

力の概念の関係については、総務省[200６a]前脚注 2 の３６５頁以下を参照。 
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定されるものの、市場支配力の行使を抑止・牽制する規制等の存在や、価

格等に対する影響力行使よりもシェア拡大が優先されるような短期的な市

場環境要因等によって、市場支配力が実際には行使されないケースがある

ことを踏まえたものである23。 

 

(3) このように競争評価では、何らかの競争制限的な行為を前提として市場支

配力を立証し、当該行為を規制するという独占禁止法のアプローチとは異な

り、電気通信市場の特徴を踏まえて市場支配力を「存在」と「行使」に分け

るアプローチをとることで、市場支配力の源泉となる市場構造とこれに対す

る政策措置、さらには実際に具現化されている競争状況との関係に対する理

解を深め、本来の目的たる定期的な市場分析と政策立案への寄与をより効果

的にすることを狙っている。 

 

４－２－２ 「単独」による市場支配力と「協調」による市場支配力 

 

(1) 市場支配力の有無に関しては、「単独」の事業者による場合と複数の事業

者の「協調」による場合の二つの類型が存在する。 

単独の事業者による市場支配力とは、画定された市場において、特定の事

業者が他事業者より抜きん出たシェアや競争上の優位性を獲得することで支

配的地位を形成し、かかる地位を基にして、他事業者が競争的に行動するか

どうかにかかわりなく単独で行使することができる市場支配力を意味する。 

一方、複数の事業者の協調による市場支配力とは、画定された市場が寡占

的な状況にある場合に、市場の主要な事業者が協調的に行動して行使するこ

とができる市場支配力を意味する。 

 

(2) 自由化以前は独占であった電気通信市場においては、「単独」による市場

支配力が政策上の主要な関心事となることが少なくない。しかし、接続ルー

ル等を通じ競争環境が整うことで市場の競争状況は変化しており、競争政策

は「協調」による市場支配力についても視野に入れる段階となっている。 

 

(3) 画定された市場において、「単独」と「協調」の２つの観点から市場支配

                                                  
23  U.S. Department of Justice and the Federal Trade Commission[1992]前脚注２の§０.２を

参照。同ガイドラインでは、「市場支配力の行使の容易化（facilitate its exercise）」という表現が使わ

れており、「市場支配力」の存在を前提にした概念構成になっている。また、耐久財独占における市場支

配力の存在とその行使上の困難の問題は、いわゆる Coase Conjecture として知られている（Kreps 

[1990], A Course in Micro Economic Theory を参照）。なお、これらの点については、川濵昇[1999] 

「「競争の実質的制限」と市場支配力」『正田彬先生古稀祝賀独占禁止法と競争政策の理論と展開』 三省

堂１２５頁以下を参照。 
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力を評価することが必要となる。なお、「単独」による市場支配力が問題と

ならなくても、「協調」による市場支配力が認められる場合がある24。また、

サービスが差別化されている場合には、密接な代替サービスの提供に関して

「単独」による市場支配力が問題となる特殊な事例が存在25し、同質財を念

頭に置いた市場画定や市場シェアの算定との関係で、注意が必要である。 

 

４－２－３ 市場支配力のレバレッジ 

 

特定の市場において市場支配力を有する事業者が、密接に関連する市場に

おいても事業活動を行っている場合、当該市場支配力を梃子にして他の市場

に拡張するような場合には、その密接に関連する市場においても市場支配力

を有するとみなされる可能性がある。このような企業行為は、市場支配力の

レバレッジ（梃子）と呼ばれている。 

市場支配力のレバレッジは、上流と下流の間で不可欠設備が存在するよう

な垂直的な市場関係において観察されることが多いが、隣接的な複数のサー

ビスにおける水平的な市場関係においても同様に起こりうるものである26。 

なお、近年の電気通信サービスにおいては、垂直統合型のビジネスモデル27

が登場してきているため、電気通信サービスが提供する下位のレイヤー（層）

とプラットフォームやアプリケーションが提供される上位のレイヤーとの関

係等について、分析を進めていくことが必要である。 

 

 

４－３ 分析に用いる判断要素 

 

競争評価では、市場における競争状況を詳細に分析した上で市場支配力の

有無について評価する。市場支配力の有無の判断に当たっては、市場シェア

                                                  
24 協調による市場支配力については、①暗黙の協調を促しやすい市場環境であるか、②協調から逸脱す

る能力と誘因が存在するか、③買手、競争事業者、潜在的参入者が、反競争的な協調に対して挑戦する

能力と誘因を有しているか等について検証するが、競争評価では、規範的な評価を行わないことから、

これらの事項について必ずしも詳細には分析しない。Office of Telecommunications [2002] 

“Oftel’s market review guidelines: criteria for the assessment of significant market power”
§2.6 を参照。 

25 ある事業者が、互いに代替性の高い複数の差別化されたサービスを提供しているときは、片方のサー

ビスの価格を引き上げてその売り上げが減少しても、もう一方のサービスの需要の増加で補うことがで

きるため、市場支配力が問題となりうる（ユニラテラル効果という）。公正取引委員会「企業結合審査に

関する独占禁止法の運用指針」等を参照。 
26 European Commission[2001]前脚注 1４の§3.1.1 においても、垂直市場及び水平市場の双方に

おける市場支配力のレバレッジが記述されている。 
27 従来の電気通信サービス（物理網レイヤー及び通信サービスレイヤー）の枠を越えて、プラットフォ

ームレイヤーやコンテンツ・アプリケーションレイヤーに至る統合的なサービス提供を行うこと。 
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及び市場集中度の他、様々な要素を総合的に勘案して評価することとしてい

る。なお、これらの判断要素は網羅的なものでも累積的なものでもなく、市

場支配力の有無は、当該市場の特性や情報の入手可能性等に応じ、これらの

判断要素の選択的な組合せにより、評価されるものである。 

 

(1) 市場シェア 

① 事業者のシェア及びその順位は、当該事業者の市場での地位や市場支配

力の有無に関係している。累積ベースのシェアは市場での事業者の地位を、

純増減などのシェアは現に提供されているサービスが他の事業者のサービ

スに対してどのような競争力を有するかを示す。 

 

② シェア及びその順位の変動についても、市場における競争状況に関係し

ている。例えば、シェアが激しく変化している場合（順位がしばしば入れ

替わったり、シェア上位の事業者のシェアが継続して大きく低下を続ける

状況等）は、事業者間に活発な競争が存在する可能性を示唆している。一

方で、事業者間の市場シェアに変化が見られない場合（シェア上位の事業

者のシェアが高止まりする状況等）は、各事業者がシェアを奪い合うよう

な競争関係にない可能性が考えられ、暗黙の協調関係などの成立が疑われ

る。ただし、シェアの安定は、企業努力の結果や拮抗した競争の結果であ

る可能性もあり、逆に、シェアの低下は過大な利潤を上げ続けているから

かもしれないので、市場の競争状況を判断するのに有用な指標ではあるが、

それ単体では絶対的な指標でない。 

 

③ シェアの格差も、競争状況の把握のために有用な情報である。例えば、

シェア一位の事業者と二位以下の事業者のシェアの差が大きいと、一位の

事業者は、価格等の決定に大きな影響力を持ちやすく、逆にシェアの差が

小さいと、市場支配力は形成されにくい。ただし、一位と二位以下のシェ

アの格差が小さくても、例えば上位三社の累積市場シェアが大きかったり、

拮抗していたりすると、協調的行動が生じやすいことに留意する必要があ

る。 

 

④ シェアの算出ベースは、サービスの特性やデータの取得・公表の可能性

などを勘案して決定する。 

(ⅰ) 契約数：電気通信サービスで主として利用される産出量の指標である。

これと同様のものとして、加入数や回線数、利用番号数等が

ある。ただし、個々の利用者の利用量の多寡が必ずしも反映



 ２８

  
 

されないという面がある。 

(ⅱ) 通信量：固定電話や移動体電話については、通話回数や通話時間とい

った通信量（トラヒック）が産出量の指標として事業者別に

入手可能な場合がある。ただし、ブロードバンド化による常

時接続の普及に伴い、市場の実態を反映しにくくなっている

という面がある。 

(ⅲ) 売上高：市場規模をみるのにふさわしい指標である。ただし、サービ

スごとに会計を分離していない、あるいは分離していても公

表していない事業者が多く、データが揃いにくいという面が

ある。 

 

(2) 市場集中度 

市場集中度は、市場の寡占的傾向を表し、具体的には、上位数社（例えば

３～５社）の累積市場シェアやＨＨＩを用いる。一般に、寡占が高度に進ん

だ市場ほど、新規に事業者が参入し一定の地位を占めることは難しい。 

なお、市場集中度の高い寡占的市場では事業者に協調的行動に与するイン

センティブが働きやすい。電気通信サービスは、サービス内容が比較的同質

的で、約款料金での提供が一般的なため市場価格に透明性があること等から、

協調が形成されやすい可能性がある。特に、新規参入が困難な市場では、既

存事業者が協調的行動に与しても、新規参入者がその間に台頭することは難

しくなる。 

 

(3) シェア及び集中度に関する具体的基準 

① 市場シェアや市場集中度については、規制当局等によって具体的な定量

的基準が設定されていることがある。 

 

② 市場シェアに関しては、ＥC「市場分析及びＳＭＰ（Significant Market 

Power）の判定に関するガイドライン」28は、欧州裁判所における判例を

引用し、５０％超の場合は例外的な状況を除き支配力（ドミナンス）の存

在の証明となり、４０％超の場合は通常ドミナンスが発生し、２５％未満

の場合はドミナンスを享受しそうにないとしている。 

一方、日本の独占禁止法２条７項１号では、「独占的状態」の市場構造

要件の一つとして、一定の事業分野における市場シェアが上位１社で５

０％超又は上位２社で７５％超であることを挙げており、一つの参考とな

る。 

                                                  
28 European Commission [2001] 前脚注 1４を参照。 
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③ 一方、市場集中度に関しては、ＥＣ「水平合併評価ガイドライン」29は、

合併後のＨＨＩが１，０００未満の場合には調査を行わないことが多いと

している。また、米国司法省・ＦＴＣ（連邦取引委員会）「水平合併ガイ

ドライン（１９９２年４月公表）」30は、合併後のＨＨＩが１，０００未

満の場合は非集中、１，０００以上１，８００以下の場合には中位集中、

１，８００超の場合には高度集中としている。 

我が国では、企業結合に関連して、公正取引委員会[2004]「企業結合

審査に関する独占禁止法の運用指針（平成１６年５月公表）」において、

水平型企業結合が競争を実質的に制限することになるとは通常考えられな

い場合として、「結合後のＨＨＩが１，５００以下」、「結合後のＨＨＩ

が１，５００超２，５００以下であって、かつ、ＨＨＩの増分が２５０以

下」、及び「結合後のＨＨＩが２，５００を越え、かつ、ＨＨＩの増分が

１５０以下」が挙げられている。 

 

④ EU における競争評価や日本の公正取引委員会のガイドライン等におい

ては、これらの基準には、セーフハーバー（Safe-Harbor）31、つまり、

規制等の適用要件を定め、その適用について明確化し、企業等に規制等の

適用に関する予見可能性を持たせるという役割がある。 

しかし、競争評価は、市場の競争状況を明らかにすることを目的として

おり、個々の事業者に対する規制の適用の有無を直接的に決めるものでも

なければ、規制の制定・改廃に直結するものでもない。つまり、競争評価

は、現段階では、規範的な適用を必ずしも予定していない。 

そこで、競争評価では、市場シェア及び市場集中度については、EU や日

本の公正取引委員会の基準を参考にはするものの、これらの基準にしたが

って市場支配力の有無を判断したり、競争評価に関する独自の特別な基準

を設けることはしない。また、市場シェアや市場集中度がどのような要因

に起因しているのかを常に意識しながら、分析を進める。 

 

 (４) 市場の状況 

 

① 市場の成長性（市場規模、普及率等） 

                                                  
29 European Commission [2004] “Guidelines on the assesment of horizontal mergers under 

the Council Regulation on the control of concentrations between undertakings”（2004/C 

31/03） 
30 U.S. Department of Justice and the Federal Trade Commission[1992]前脚注２を参照。 
31 ただし、各国でセーフハーバーとして用いられている指標の水準や位置づけは国によって異なってい

る。経済産業省[2006]「競争政策研究会報告書」６９頁以下を参照。 
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市場の成長・普及の段階によって、各種の指標の意味するところは変わ

り得る。市場の成熟度は、市場規模の推移、サービスの普及率、事業者数

の推移等から総合的に判断される。 

例えば、開発されたばかりのサービスの提供開始直後は、先行する事業

者がシェアを独占するのは自然で、高いシェアを理由に競争が有効に機能

していないと判断するのは早計である。参入障壁がなければ、参入事業者

が顕在していなくても競争は有効に機能している可能性がある揺籃期にあ

る市場では、一般に、シェアよりも参入障壁の有無がより意味をもつ。 

一方、拡大期にある市場では事業者は新規顧客をできるだけ囲い込もう

とするが、規模の経済性やネットワーク効果が働く市場では顧客数の増加

につれて事業が効率化し、顧客が顧客を呼ぶ効果が現れることから、その

傾向は一層強まる。このため、市場の拡大が続く間は、新規顧客を一人で

も多く獲得しようとする競争が生まれ、シェアが一位の事業者でも市場支

配力を行使しようとせずシェアの維持・拡大に注力することも考えられる。

しかし、市場が成熟してくると、新規顧客そのものが少なくなり、事業者

間の競争関係は弱まる可能性がある。 

なお、衰退期にある市場では、競争事業者の退出によって既存事業者の

シェアの上昇などが生じる可能性がある。ただし、サービスの衰退は代替

的なサービスの普及等によって生じるのが一般的であり、これは市場画定

の段階や隣接市場からの競争圧力を勘案する段階で適切に考慮すべきであ

る。 

 

② 参入・退出の状況（事業者数等） 

事業者の増減や新旧交代の有無は、参入障壁とも関係しており、例えば

市場が拡大しているのに新規参入者が現れない状況は、参入障壁が存在し

ている可能性を示す。このように、市場における事業者数の変化を分析す

ることによって、市場における競争状況を把握することが可能となる。ま

た、ネットワークの構築等に関連したサンク・コストの有無も参入障壁を

左右する重要な要因である。 

なお、電気通信市場における参入は、２００４年４月の改正電気通信事

業法施行後は原則自由となっているが、移動体通信市場においては周波数

の希少性等に起因する物理的な制約が存在する。 

 

③ 規模の経済性、範囲の経済性 

規模の経済性や範囲の経済性が強く働く市場では、競争事業者は効率的

なサービス提供をもってしても市場支配力の行使に対抗できない可能性が
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ある。規模の経済性や範囲の経済性は、当事者である事業者にとっては効

率性を意味していても、かかる経済性が梃子となって競争事業者の参入が

抑えられる可能性がある。 

 

④ ネットワーク効果 

ネットワーク効果が強く働く市場では、加入者数の多いネットワークほ

ど効用が高まる。加入者数の多い事業者に新規顧客が流れ、他事業者から

の乗換えも生じるような市場では、加入者数の大小が決定的となり、「能

力」や「意欲」のある競争事業者が存在していても利用者側がそれを受け

入れない可能性がある。 

 

⑤ 隣接市場からの競争圧力 

画定されたサービス市場に密接に関連する隣接市場、例えば機能・効用

は類似しているが別の市場を構成している競合品の市場や地理的に隣接す

る市場等が存在し、十分に活発な競争が行われている場合には、この隣接

市場から当該サービス市場に対して競争圧力が生じ、競争を促進し市場支

配力を抑止する要素として評価しうる場合がある。 

 

⑥ 法制度上の規制ルール等 

「市場支配力の存在」が懸念される場合であっても、設備開放義務や料

金規制といった法制度上の規制ルール等により、これが抑止・牽制され「市

場支配力の行使」が認められない場合があり得ることから、市場を取り巻

く法制度面の環境にも注目する。 

 

(５) 事業者の地位及び競争状況 

 

① 不可欠設備の存在 

今日の電気通信事業では、設備やサービスを他事業者から調達してサー

ビスを提供することや、ネットワークを相互に接続することが一般的に行

われている。加入者回線等のサービス提供に不可欠な設備を保有している

事業者から当該設備を借り受け、同時に最終利用者に対するサービス市場

でその事業者と競争する状況下では、当該設備の開放の内容や程度によっ

ては劣位な条件での競争を強いられる可能性があることが接続ルールの背

景にある。不可欠設備が最終利用者向けサービス市場に与える影響は、垂

直的な市場関係において当該設備を保有する事業者がその下流のサービス

の市場の競争に影響を及ぼすレバレッジの一つである。なお、不可欠設備
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を取引する市場における市場支配力は、必ずしも単一の事業者によって行

使されるとは限らず、複数の事業者の協調関係の中で行使されることもあ

る。 

 

② 競争事業者の対応 

競争状況の分析では、競争事業者に競争的対応を期待することが合理的

か否かが重要である。特に、競争事業者が供給を代替する「能力」を備え

ているか、供給を代替しようとする「意欲」を備えているかの二点につい

て分析することが有用となる。 

供給を代替する｢能力｣を備えているとみなされるのは、事業者の参入に

よって十分に、時機を得てサービスの供給がなされる蓋然性が高い場合で

ある。また、仮に「能力」を備えているとみなされても、｢意欲｣を備えて

いるとみなされなければ、競争的対応を認めることはできない。例えば、

寡占的な市場では、供給を代替することで他の事業者による寡占的協調を

崩すよりもその協調に与する方が得策と事業者が考える場合もあり、この

ような事業者は「能力」はあっても「意欲」に欠ける。 

また、競争事業者については、現存する競争事業者の存在はもとより潜

在的な競争事業者の存在にも留意して分析を行う必要がある。そのため、

価格引上げ等の行動を抑止する競争事業者が、その市場の内外（例えば隣

接市場）に登場する蓋然性が高いか否かといった点にも着目する。 

 

③ 価格の水準と推移 

価格が競争的な市場環境における費用水準から乖離しているか否かは市

場支配力に関する重要な情報である。しかし、価格費用マージンを実際に

計測することは困難な場合が多いため、価格水準の事業者間や国際間等で

の比較や価格の推移を分析することは競争状況の分析にとって有用である。

例えば、価格の下方硬直性が見られる場合には市場が競争的状況にない可

能性を示し、価格水準が国際的にみて高水準にある場合は、単独や協調に

よる市場支配力を通じ、諸外国に比べて利用者が競争の利益を十分享受で

きていない可能性を示唆する。 

なお、近年では、電気通信サービスの料金体系が高度に多様化し、各種

割引料金や複数のサービスのセット料金等により、料金水準を把握するこ

とが困難になってきていることに注意する必要がある。 

 

④ スイッチングコストの程度 

サービスや事業者を乗り換える際のスイッチングコストが大きいと、利
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用者は現在利用しているサービスを替えようとする誘因が低下する。この

ような状況下では、新規顧客獲得のための競争が活発になる一方で、囲い

込まれた利用者に対するサービス競争が弱まる可能性があり、また市場へ

の新規参入が生まれにくくなる可能性もある等、競争状況に及ぼす影響が

大きい。 

 

⑤ 従来の競争状況 

互いにシェアを奪い合う関係にあった、一方が値下げに積極的であった、

過去に価格改定について協調的行動がとられたことがある等、これまで行

われてきた競争状況や事業者間の相互関係、事業者の行動等は、市場にお

ける競争状況の分析にとって重要な要素である。また、市場シェアや価格

の変動があまりない場合には、他の事業者がどのような行動をとるか予測

しやすく、協調的な行動がとられる可能性がより高いと考えられる。 

 

(６) その他の判断要素 

 

① 需要動向、技術革新の動向等 

需要の変動や技術革新が活発なサービスは、一般に、そのライフサイク

ルは短いので、寡占的協調を形成しても競争者の行動を予測することが難

しく、その関係は長続きしにくい。寡占的協調に与するよりも、自身が新

技術をもってシェアなどを高める方が利益が大きいと事業者が判断する可

能性がある等、競争状況に及ぼす影響は大きいと考えられる。 

 

② 事業者の総合的な事業能力 

調達力、技術力、販売力、信用力、ブランド力、広告宣伝力、資本関係

等を通じた事業者の総合的な事業能力の高さは、競争的な行動をとる競争

者との関係において、競争状況に及ぼす影響が大きい。 

例えば、ブランド力が強く働いている市場では、機能や効用が同じであ

っても特定の事業者のサービスに顧客の選好が固定される可能性がある。

また、資本関係を分析し、企業グループ全体としての影響を考慮すること

も重要である。 

 

③ 利用者の満足度や反応 

競争の進展によって、料金の低廉化や機能、品質などの向上が進むと一

般的には利用者の満足度が向上する。また、利用者の反応は、市場動向や

市場画定における需要の代替性について分析する上で、重要な指標となる。
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したがって、アンケート調査の活用等により利用者の満足度や反応を把握

することが、競争状況を分析する上でも重要である。 

 

④ 利用者の得る情報の十全性 

サービス提供事業者が増え、サービス内容や料金メニューが複雑になる

と、一般の利用者にとっては、自らのニーズに最も適したサービスや事業

者を選択できる情報に欠け、合理的にサービス・事業者を選択できないと

いう状況が生じやすい。利用者が得る情報の十全性が保証され、十分かつ

適切にサービスや事業者に関する情報を入手できる状況下でこそ、競争は

正しく機能する。 

このような情報の十全性は、利用者の満足度等と同じように利用者アン

ケート等の方法によってある程度把握可能であるが、競争の進展との関係

は必ずしも明瞭でないことに留意する。 

 

 

４－４ 「単独」と「協調」による市場支配力と判断要素 

 

市場支配力に関しては、「単独」による市場支配力と「協調」による市場

支配力の二つの類型を示したが、それぞれの市場支配力が生まれやすい市場

環境は必ずしも同一ではない。例えば、「単独」による市場支配力について

は、抜きん出たシェアや競争上の優位性を有する特定の事業者が存在し、こ

れに対抗する競争事業者に競争的対応を期待することが困難な市場環境にお

いて形成されやすいが、「協調」による市場支配力については、相互の行動

の予測可能性が高く、協調的行動を行った方が有利な市場環境（具体的には、

競争事業者の数が少なく、サービスが同質的であり、市場競争が激しくなく

技術革新もおこりにくいような成熟した市場等）において形成されやすい。 

このように市場支配力の有無に関する判断要素は、「単独」の場合と「協

調」の場合で分けて考える必要がある32。例えば、「単独」の場合には、シ

                                                  
32 公正取引委員会[2004]前脚注３７でも、「水平型企業結合による競争の実質的制限」に関し、「単独行

動」と「協調的行動」のそれぞれによる競争の実質的制限について判断要素を示しているが、それらは

互いに同一ではない。また、European Commission [2001]前脚注 1４では、「単独支配」と「協調

支配」に分けて判断要素のリストを掲載している。「単独支配」については、市場シェア、事業者の総合

的な規模、重複困難なインフラの管理、技術的な優位性又は優越性、対抗する購買力の欠如又は不足、

資本市場・金融資源の容易又は特権的な利用、財・サービスの多様性、規模の経済、範囲の経済、垂直

統合、高度に発達した流通・販売網、潜在的競争の欠如、拡張に対する障壁、市場参入の容易性を挙げ

ている。また「共同支配」については、市場の集中性、透明性、成熟した市場、需要サイドの停滞した

又は弱い成長、弱い需要弾力性、同質的生産物、類似の費用構造、類似の市場シェア、技術革新や成熟

した技術の欠如、供給余力の欠如、高い参入障壁、対抗する購買力の欠如、潜在的競争の欠如、関係企

業間の様々な非公式その他の結びつき、報復的メカニズム、価格競争の欠如又は減退を挙げている。

Office of Telecommunications [2002]前脚注 3２でも、同様のアプローチを踏襲している。 
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ェア１位の事業者の市場シェアや総合的な事業能力、不可欠設備の存在等と

ともに競争事業者の対応等に注目する必要があり、一方「協調」の場合には、

市場集中度、市場の成長性、市場の透明性といった市場環境とともに従来の

競争状況等の事業者間の相互関係が大きな関心事項となる。したがって、市

場支配力の評価に当たっては、「４－３ 分析に用いる判断要素」の中から、

対象とする市場支配力の類型、サービス市場の特徴、情報の入手可能性等に

応じて、適切な要素を選択し、分析を行うことが必要である。なお、個々の

要素は、それ単体では市場支配力の判断要素として十分なものでなかったと

しても、複数の要素を組み合わせることによって市場支配力の有無を評価す

ることが可能となるものである。 
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